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公調委事第 2 0 2 号 

令和４年 10 月 11 日 

  国土交通大臣  斉藤 鉄夫  殿 

公害等調整委員会委員長 

永 野 厚 郎 

土地収用法による審査請求に対する意見について（回答） 

  令和４年３月23日付け国不収第117号をもって意見照会のあった、道路事業

（以下「本件事業」という。）に関して、Ａ収用委員会（以下「処分庁」とい

う。）が平成ａ年ｂ月ｃ日付けでした権利取得裁決及び明渡裁決（以下「本件

裁決」という。）に対するＸ（以下「審査請求人」という。）からの審査請求に

ついて、貴殿から提出された資料に基づき検討した結果、公害等調整委員会は

次のとおり回答する。 

意  見 

本件審査請求は、理由がないものと考える。 

理  由 

１ 審査請求人は、要旨次の事由を主張して、本件裁決の取消しを求めている。 

⑴ 都市計画事業認可の重大かつ明白な瑕疵
か し

本件裁決の前提となる都市計画事業認可（以下「本件認可」という。）

について、本件認可の前提となる昭和ｄ年の都市計画決定（以下「昭和

ｄ年決定」という。）の手続は、主務大臣が行っておらず内閣の認可もさ

れていないため無権利者が決定したものであり、重大かつ明白な瑕疵が

ある。この点について、起業者（Ｂ）等が当該決裁に係る書類や縦覧す

べき書類を提出した上でその適法性について説明ができない以上、昭和

ｄ年決定は不存在といわざるを得ない。当初の都市計画決定が不存在で

ある以上、その後の都市計画変更決定が有効となることはなく、本件認
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可は前提となる都市計画決定を欠くこととなり、本件認可にも重大かつ

明白な瑕疵があり、本件裁決は、本件認可を前提とする以上、法的根拠

を欠くこととなる。 

⑵ 平成ｅ年の都市計画変更決定の重大かつ明白な瑕疵

都市計画の変更には都市の状況の変化など、変更をしなければならな

い客観的な事情の変動があることが必要であるが、平成ｅ年に行われた

都市計画変更決定（以下「平成ｅ年決定」という。）は、都市状況の変化

など客観的な事情の変動の確認も検討も全くされないまま変更の決定が

されており、都市計画変更の必要性がなく、変更の要件を満たしていな

い。起業者は、本来勘案しなければならない客観的な事情の変動や法定

された基準を全く勘案せず、また、本来考慮に入れるべきでない収用対

象となっていた土地を所有していたＣの個人的な要望のみを考慮に入れ

て変更決定をしたのであり、重大かつ明白な瑕疵がある。 

⑶ 替地や移転の代行を認めない違法

審査請求人は、平成ｆ年、今回収用の対象となっている土地（以下

「本件土地」という。）を購入し、建物（以下「本件建物」という。）を

建設したが、当時決定されていた都市計画道路の存在を確認し、収用の

対象とならない土地を選択した。しかし、平成ｅ年決定により本件土地

は道路予定地となり、本件建物の賃料の減収等、審査請求人に損害が発

生した。審査請求人は、担保権者による物上代位の行使により、本件裁

決の補償額全てが差し押さえられているため、当該補償を全て債務返済

に充てても借財が残り、債務返済の原資である本件建物を失うことで返

済もできなくなり、全ての財産を失うこととなる。起業者は、土地収用

法（以下「法」という。）第139条の２に基づき、審査請求人の生活再建

に対する措置を行う義務があるところ、審査請求人が法第82条第１項に

基づく金銭補償に代わる替地による補償及び法第85条第１項に基づく移

転の代行による補償を要求しても、本件裁決において認められなかった。

替地による補償及び移転の代行による補償を認めなかった処分庁の判断

には裁量権の逸脱・濫用があり、憲法第29条第３項の定める「正当な補

償」を認めない違法な裁決である。 

⑷ 審査請求人の事業再建についての検討及び措置を行わない違法

審査請求人の事業再建についての真摯な検討をせず、事業再建のための

措置を行わず、一方的に裁決の申立てをした起業者の行為は、権利の濫用
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で違法であり、違法な申立てに対してされた本件裁決も違法である。 

２ そこで、審査請求の理由の有無について判断する。 

⑴ 審査請求人は、本件認可の前提となっている昭和ｄ年決定の手続には

重大かつ明白な瑕疵があり、不存在であるから、本件認可にも重大かつ

明白な瑕疵がある旨主張する（上記１⑴）。 

資料によれば、本件認可の対象である都市計画事業に係る当初の都市

計画決定は、昭和ｄ年決定であることが認められる。その当時の都市計

画法第３条では、都市計画については「都市計画委員会ノ議ヲ経テ主務

大臣之ヲ決定シ内閣ノ認可ヲ受クヘシ」と規定されていたところ、資料

によれば、昭和ｄ年ｇ月ｈ日付けのＤ告示第ｉ号では、Ｅ都市計画街路

について内閣総理大臣の決定があったこと及び関係図面はＢに備え置き

縦覧に供する旨の記載があることが認められる。 

昭和ｄ年決定に係る決裁資料や関係図面等の資料が提出されていない

ため、審査請求人は、主務大臣の決定も、内閣の認可もされていないか

ら、昭和ｄ年決定の手続には重大かつ明白な瑕疵があり、不存在である

旨主張する。しかし、上記告示の内容が虚偽のものであったことを窺
うかが

わ

せる証拠はない。平成ｊ年ｋ月ｌ日に実施された処分庁における審理期

日において、審査請求人の代理人であったＦは、昭和ｄ年決定当時のＧ

内閣は総辞職していたとの意見を述べるが、Ｇ内閣の総辞職は昭和ｍ年

ｎ月ｏ日であったから、その意見は採用することができない。そして、

上記の決裁資料等の提出がないからといって、直ちに昭和ｄ年決定が主

務大臣の決定もなく、内閣の認可もなかったもので、不存在であると認

めることはできない。したがって、審査請求人の上記主張は採用するこ

とができない。 

⑵ 審査請求人は、平成ｅ年決定には、都市計画変更の必要性がなく、Ｃ

の個人的な要望のみを考慮に入れて行われたから、重大かつ明白な瑕疵

がある旨主張する（上記１⑵）。 

しかし、資料によれば、平成ｅ年決定については、変更前の街路が北

側にあるＣの急峻
しゅん

な斜面にかかる線形となっており、大規模な土留工事

や、Ｃの改築等の検討が必要となったことから、安全性や経済性の観点

から約ｐｍの区間について線形を南側の平地側に変更するとの理由で、

Ｈ都市計画審議会及びＩ都市計画審議会の審議を経て決定されたことが

認められる。これに対し、上記理由が虚偽で、真に変更の必要性がない
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にもかかわらず、Ｃの要望のみを考慮して決定されたことを窺わせる証

拠はないから、平成ｅ年決定に重大かつ明白な瑕疵があるとは認められ

ない。したがって、審査請求人の上記主張は採用することができない。 

⑶ 審査請求人は、法第82条第１項に基づく替地による補償及び法第85条

第１項に基づく移転の代行による補償の要求が認められなかったことに

ついて、これを不服とする主張をしている（上記１⑶）。 

替地による補償及び移転の代行による補償について、法は、金銭が最

も融通性の高い資産であることなどに鑑みて、損失補償は金銭をもって

することを原則としたうえで（法第70条）、その例外として、現物による

補償も可能である旨を定めている（法第82条から第86条まで）。 

まず、替地による補償について、法第82条第１項は、土地所有者又は

関係人が替地による補償を要求することができる旨を規定し、その要件

として、法第82条３項は、収用委員会が相当であると認めるときとして

いる。これは、収用対象地の土地所有者又は関係人について、金銭補償

によったのでは代替地の取得が困難であり、かつ、代替地を現実に取得

しなければ従前の生活、生計又は事業を保持し得ないと客観的に認めら

れるような特別な事情が存する場合をいうものと解される。資料による

と、審査請求人が本件土地で営んでいた事業は賃貸ビルの運営であるこ

とが認められるが、このような事業について、替地による補償をしなけ

れば代替地を取得して従前行っていたものと同程度の収益を上げ、生計

を維持することが困難であるという特別の事情を認めるに足る証拠はな

いから、替地による補償の要求が相当であるとは認められない。 

次に、移転代行による補償について、法第85条第１項は、起業者又は

物件の所有者が移転料の補償に代えて起業者による当該物件の移転を要

求することができる旨を規定し、同条第２項は、その要件として、収用

委員会が相当であると認めるときとしている。これは、移転工事を起業

者が行う本体工事と一体として施工することが経済上又は工法上合理的

と認められる場合、事業施行に緊急性が認められる場合、起業者と被収

用者の双方にとって便宜である場合などをいうものと解されるが、審査

請求人が求める移転工事についてそのような場合に当たると認めるに足

る証拠はない上、移転先地についても特定されておらず、合理的な区域

への移転であることが明らかにされているとは認められないことから、

移転代行による補償が相当であるとは認められない。 

なお、審査請求人は、本件裁決の補償額を担保権者による物上代位の

行使によりその全てが差し押さえられているとの主張をするが、補償と
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して交付される金銭の審査請求人側の事情による実際の使途についてま

で考慮することが法第82条第１項に基づく補償及び法第85条第１項に基

づく補償の相当性の判断において必要であるとは解することができない

から、審査請求人の主張は上記判断を左右するとは認められない。 

⑷ 審査請求人は、起業者が事業再建等の措置を行わず、一方的に裁決の申

立てをしたことは権利の濫用で違法であり、違法な申立てに対してなされ

た本件裁決も違法である旨主張している（上記１⑷）。しかし、本件土地

の収用手続前の事前協議の過程における起業者の対応に関する事実は、

法第48条第１項に規定する権利取得裁決の決定事項及び法第49条第１項

に規定する明渡裁決の決定事項の内容に関わるものではないし、法第47

条に規定する裁決申請の却下事由にも該当しない。しかも、資料によれ

ば、実際には、起業者、審査請求人及び担保権者である銀行の三者によ

る生活再建のための話合いの機会も設けられたことが認められ、その話

合いが順調に進まなかったとしても、法第139条の２の定める生活再建の

ための措置は、事情の許す限り講ずるよう努めるものとされているから

（同条第２項）、本件裁決の申請をすることが直ちに権利の濫用になると

は認められない。 

３ 以上のとおりであることから、審査請求人の主張は、いずれも理由がな

いものと考える。 


